
クリーンエネルギー戦略の検討状況について

令和4年1月18日

経済産業省

資料２



1. 気候変動問題に本格的に向き合うためには、産業革命以来の化石エネルギー主体の経済・社会構
造から、脱炭素型の構造に社会システム全体を変革していく必要。

2. この変革は短期間に終わるものではなく、世界大で長期的な取組が必要となり、事業者それぞれ、国
民一人一人が仕事のやり方、自分の強み、生活スタイルを炭素中立型に変えることが求められる。

3. この取組は教育、科学技術、労働、通信、農林水産、運輸、地域などあらゆる分野への広がりを持つ。

4. 昨年来、グリーン成長戦略（研究開発→実証を促すGI基金の資金配分にも反映）、エネルギー
基本計画（エネルギーミックスの数字を含む当面の政策の方向性）、地球温暖化対策計画（温室
効果ガス全体を網羅した削減計画）と重要戦略を提示。

5. これらの重要戦略を踏まえて、経済・社会全体での取り組みを加速。

 とりわけ、経済・社会構造の基盤となるエネルギーを化石から炭素中立型に変革していくことは、
経済・社会構造そのものの変革につながるため極めて重要。

昨年来のエネ基などの重要戦略を受け、産業サイドからは、新たな変革につながる足下の投資の
決断に向け、より具体的な方針を求める声あり。

 こうした声に応え、足下の投資の加速につながるよう、経済社会や産業全体が直面する数世代
に一回の変革を我が国がどう成し遂げることができるか、経済社会変革の全体像と併せて、道
筋を検討。
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クリーンエネルギー戦略の基本コンセプト①



6. また、以下のような取組も加速。

国民一人一人の意識改革、生活スタイルの転換、地域における脱炭素の取組を加速させるた
め、地球温暖化対策計画（令和3年10月22日閣議決定）等に基づき、より具体的な取組を
今後検討。

日本全体のエネルギー消費の2割を占める家庭における脱炭素化を加速させるため、省エネ基準
の適合義務を全ての新築住宅に拡大。

モビリティのエネルギー消費（日本全体の2割の消費）の9割に加え、部品・材料の製造過程でも
大量のエネルギーを消費する自動車の脱炭素化を加速させるため、素材産業を含めた自動車サ
プライチェーン全体での脱炭素化を促進。

7. クリーンエネルギー戦略では、事業者それぞれ、国民一人一人が仕事のやり方、自分の強み、生活
スタイルを炭素中立型に転換していくための具体的な道筋を示し、経済・社会全体の大変革を実
現する。
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クリーンエネルギー戦略の基本コンセプト②

どのような分野で、いつまでに、どれくらい投資を引き出せるか、
そのための仕掛け（施策）をどうするか、まとめていく。



2030 2050足下

クリーンエネルギー戦略

• 事業者それぞれ、国民一人一人が仕事のやり方、自分の強み、生活スタイルを炭素中立
型に転換していくための具体的な道筋

• 供給サイド＋産業など需要サイドの各分野でのエネルギー転換
• 足下の投資につながるよう、新たな成長分野におけるビジネス・産業の創出への道筋
• 追加的コストを最大限抑制し、経済主体の行動変容を促しつつ、社会全体で受け止める
ための方策

4

グリーン成長戦略
• 成長につながる14分野
• 革新的イノベーションによるカーボン

ニュートラルの実現

→新たな成長分野への投資判断に必要と
なる、より具体的な政府の方針が必要

クリーンエネルギー戦略の基本コンセプト③

カーボンニュートラル（CN）
の度合い

2030年
46%削減

2050年
カーボンニュートラル

エネルギー基本計画
• 供給サイド重視のエネルギー政策
• 目標まで10年以下であり、既存技術の

活用の必要性等を提示

→需要サイドに求められるエネルギー転換
の方針が必要
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1. グリーントランスフォーメーション（GX）を起点とした新たな産業（再エネ、アンモニア、水素、蓄電池な
ど）について、具体的なビジネス・産業の創出（それに伴う、新たな人材育成の方針、更に、アジア・ゼ
ロエミッション共同体の構築による共同市場の創出など）につながる道筋を議論。

【議論の例（アンモニア）】
 具体的な国内需要拡大のスケジュール、設備の導入コストや、将来のアンモニア価格の見通し、
諸外国における技術に対する需要の見込み等を示し、民間投資を促す

 需要・供給両面の拡大と新技術の開発・社会実装によるコスト低減

2. 脱炭素が困難な鉄・化学・紙・セメントなどの製造プロセスで必要となる熱需要や鉄製造に必要なコー
クスやプラスチック製造に必要な原油由来のナフサなどの需要サイドの脱炭素に向けたエネルギー転換の
方策・時間軸を議論

【議論の例（製造業）】
 より高付加価値な製品へ転換し、多額の投資を伴うエネルギー転換を乗り越える企業体力の確
保策と産業構造の転換と新たな人材育成、雇用構造の転換の必要性・対応方針

3. カーボンニュートラル社会に向けた、社会システム、インフラに必要となる、巨額の資金の確保と負担のあ
り方、時間軸を踏まえた具体的な対応策を議論

【議論の例】
 データセンター等の電力多消費施設など需要サイドの見通しを折り込んだ系統増強に関するマス
タープランの策定

 GXに向けて、成長に資するカーボンプライシング

エネルギー・産業の各分野の投資を促すために検討を深める重点事項


